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令和６年度「神戸発・優れた技術」認定企業 応募用紙

（公財）神戸市産業振興財団　理事長　宛

記入日：令和　年　　月　　日

	企業名
	
	法人番号
	

	代表者氏名
	
	代表役職
	

	申請にかかる業種
（日本標準産業中分類）
	業種コード(4ｹﾀ)
	
	業種名
	

	主たる事業内容
	

	主たる事業所所在地
	〒　　－

	本店所在地
（上記以外の場合）
	〒　　－

	ホームページＵＲＬ
	http://

	
	役職･氏名
	

	連絡先
担当者
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-mail
	


下記欄に該当する場合は○を入れてください。
	当てはまる場合は、みなし大企業に該当します。　　　　自社の資本金➡
	1億円以下
	1億円超

	定款に会計監査人の監査を受けることの定めがある
	
	

	発行済株式総数（１００％）を有する親会社がある
	
	

	発行済み株式または出資の2分の1以上を同一の大規模法人注）に所有されている
	
	

	発行済み株式または出資の3分の2以上を同一または複数の大規模法人注）に所有されている
	
	


　注）大規模法人とは、以下のいずれかにあてはまる法人を指す。
(1) 資本金または出資金が1億円超の法人
(2) 資本または出資を有しない法人で常時使用従業員数が1,000人超の法人
(3) 大法人（資本金または出資金が5億円超の法人など）の100％子法人
(4) グループ内の複数の大法人に発行済み株式または出資の全部を保有されている法人
加工分類・材料分類（別紙「加工分類表」「材料分類表」を参照して記入下さい。）
	※加工による分類
	
	
	
	※材料による分類
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


記入例　Ａ－１，Ｂ－11　
※以下の欄に文字数制限はありません。自由にスペースを広げて記入してください。図や表の使用もかまいません。
当社の優れた技術について
１．得意技術･独自技術
他社より優れた高い技術があり、全国的にＰＲしたいと考えている得意技術･独自技術等を、
記述して下さい。また、それらの技術で特許を取っている場合は、その旨を記入して下さい。
	この技術が優れています。
	（40文字以内で）

	【内容】

	【特許等】


　
２．製品の特色
1）項のどの様な技術を適用･応用した製品かを説明し、それが機能･性能･品質等で優れている点や市場シェア等も記述してください。
	こんな製品に展開されています。
	（40文字以内で）

	【内容】



３．品質管理･品質保証
①ISO9001の認証取得、技能検定合格者等の有無について記入して下さい。
	・ISO9001
認証取得日：　　　　　年　　　月　　　日


最新更新日：　　　　　年　　　月　　　日
・技能検定合格者

職種


等級


人
 （その他の認証検定取得なども記入してください）



② ISO9001の取得有無にかかわらず、品質マネジメントシステムの構築について、現在の課題や取組みについて自由に記述ください。
	


企業理念･企業倫理、持続的企業経営

①自社の企業活動の基本姿勢を示し、法令や社会規範の遵守の確認と適切な運用を行っているか、
企業存続･発展のために経営上、注力している事があれば記述してください。

	


②社会・環境へ配慮した経営について、既に取り組んでいる、またはこれから取り組もうと思っていることがあれば、具体的に記述してください。

	


参考）Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標、SDGs）は、2015年9月の国連サミットで採択された17のゴールと169のターゲットからなる国際目標で、SDGs達成を通じた企業価値向上や競争力強化に取り組むことが期待されています。
経営指標

	年度

項目
	2023
	2022
	2021
	2020
	2019

	資本金
	（百万円）

	
	
	
	
	

	従業員数
	（人）

	
	
	
	
	

	経常利益
	（百万円）

	
	
	
	
	

	売上高
	合計
	（百万円）

	
	
	
	
	

	
	事業又は製品別
	
	（%）
	
	
	
	
	

	
	
	
	（%）
	
	
	
	
	

	
	
	
	（%）
	
	
	
	
	

	
	
	
	（%）
	
	
	
	
	

	
	
	
	（%）
	
	
	
	
	

	
	
	
	（%）
	
	
	
	
	


【添付資料】
□　直近３年間の決算関係書類一式(貸借対照表、損益計算書、販売管理費明細書、株主資本等変動計算書、個別注記表、キャッシュフロー計算書、勘定科目内訳明細書、固定資産明細書)

□　履歴事項全部証明書（直近３か月）
□　直近の法人市民税の納税証明書
  ※非課税の場合は滞納がない証明書
□　法人事業概要書または従業員数が分かる資料
□　株主構成が分かる資料
□　会社案内資料、製品パンフレット、紹介記事、取得特許資料等【任意】
